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１  監査委員 

    委員数    ４人（うち、識見委員  ２人、議員選出委員  ２人） 

    監査等執行状況（令和３年度） 

  ア  重点取組事項の登載 

        高松市監査実施計画に、事務事業に係る課題等を年度の重点取組事項として登載した。 

    重点取組事項：受益者負担の適正化について 

  イ  定期監査及び行政監査 

        市の財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理について、上記の事項に重点を置い

て監査したほか、適正かつ効率的に行われているかどうかを主眼として監査を実施した。 

 市長部門等   

監査の対象 監査の期間 

創造都市推進局 

産業振興課（企業立地推進室）、農林水産課、土地改良課（地

籍調査室）、競輪場事業課、市場管理課（施設整備室）、観光

交流課（観光エリア振興室、都市交流室）、文化芸術振興課、

文化財課、スポーツ振興課（全国高校総体推進室）、美術館

美術課 

4/20～1/28 

都市整備局 

都市計画課（住宅・まちづくり推進室）、交通政策課、道路

管理課、道路整備課（用地室）、河港課（水路対策調整室）、

建築指導課、公園緑地課、建築課、市営住宅課、下水道経営

課、下水道業務課、下水道整備課、下水道施設課 8/17～1/26 

消防局 

総務課、予防課、消防防災課、情報指令課、北消防署（朝日

分署）、南消防署（香川分署）、東消防署（牟礼分署）、西消防

署（綾川分署）、三木消防署 

教育局 

総務課（学校施設整備室）、学校教育課、保健体育課、生涯

学習課（少年育成センター、生涯学習センター）、人権教育

課、中央図書館、総合教育センター（ＩＣＴ教育推進室）、

高松第一高等学校 11/1～1/28 

行政委員会等 

監査委員事務局監査課、選挙管理委員会事務局選挙課、 

公平委員会、農業委員会事務局農政課、市議会事務局（総務

調査課、議事課） 

   財産区 

監査の対象 監査の期間 監査の対象 監査の期間 

鬼無財産区 8/23～10/6 下笠居財産区 8/23～10/6 

香西財産区 8/23～10/6 端岡財産区 8/23～10/6 

ウ 随時監査（工事監査） 

新型コロナウイルス感染症の拡大による影響等により、令和３年度の工事監査は実施してい

ない。 
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エ  財政援助団体等監査 

        市が財政的援助を与えている団体等の財政的援助に係る出納その他の事務の執行が、適正か

つ効率的に行われているかどうかを主眼として実施した。 

監査の対象 監査の期間 

株式会社創裕 7/27～10/6 

香川町農村歌舞伎保存会 11/1～1/28 

オ  例月現金出納検査 

        会計管理者等の保管する現金の現在高及び出納関係諸表等の計数の正確性を検証し、現金の

出納事務が適正に行われているかどうかを主眼として実施した。 

対象 期間 対象 期間 

令和３年３月分出納 4/20 ～ 4/27 令和３年９月分出納 10/20 ～ 10/27 

令和３年４月分出納 5/20 ～ 5/27 令和３年10月分出納 11/19 ～ 11/30 

令和３年５月分出納 6/18 ～ 6/28 令和３年11月分出納 12/20 ～ 12/27 

令和３年６月分出納 7/20 ～ 7/29 令和３年12月分出納 1/20 ～ 1/27 

令和３年７月分出納 8/20 ～ 8/27 令和４年１月分出納 2/21 ～ 2/28 

令和３年８月分出納 9/17 ～ 9/28 令和４年２月分出納 3/17 ～ 3/28 

カ  財政健全化及び経営健全化審査 

審査に付された書類について、健全化判断比率及び資金不足比率が適正に作成されているか

どうかを主眼として実施した。 

対象 期間 
意見書 

提出月日 

令和２年度の健全化判断比率及びその比率の算定の基礎

となる事項を記載した書類 
7/20～8/12 8/18 

令和２年度の資金不足比率及びその比率の算定の基礎と

なる事項を記載した書類 
7/20～8/12 8/18 
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    キ  決算審査 

        決算その他関係諸表の計数の正確性を検証するとともに、予算の執行及び事業の経営が適正

かつ効率的に行われているかどうかを主眼として実施した。 

対象 期間 
意見書 

提出月日 

令和２年度高松市病院事業会計決算 6/1～7/29 8/20 

令和２年度高松市下水道事業会計決算 6/1～7/29 8/20 

令和２年度高松市一般会計・特別会計歳入歳出決算 6/23～7/29 8/20 

令和２年度高松市鬼無財産区歳入歳出決算 8/23～10/6 10/29 

令和２年度高松市香西財産区歳入歳出決算 8/23～10/6 10/29 

令和２年度高松市下笠居財産区歳入歳出決算 8/23～10/6 10/29 

令和２年度高松市端岡財産区歳入歳出決算 8/23～10/6 10/29 

ク  住民監査請求 

         市民が監査委員に対して、市の執行機関または職員の違法または不当な公金の支出や財産の

管理等を怠る事実等について、当該行為によって市が被った損害を補填するなど必要な措置を

講じることを請求するものであり、請求のあった１件については却下となった。 

受付日 請求内容 監査結果 

8／24 
市営墓地に係る違法な公金支出及び市の財産の管理を怠る

事実 
却下 9/3 

ケ  包括外部監査契約に基づく監査への協力  

         市長が契約する包括外部監査契約に基づく監査に伴い、包括外部監査人の求めに応じ、監査

委員の監査の事務に支障のない範囲内において、監査委員事務局職員に協力させた。 

        包括外部監査契約に基づく外部監査人 石川 千晶（公認会計士） 

          包括外部監査人の補助者８人（弁護士等） 

        監査実施期間 

令和３年４月１日から４年２月22日まで 

        選定した特定の事件（監査テーマ） 

・高松市の契約 ・選定事務 

     コ  措置未通知の解消 

        監査結果に対する措置状況をフォローアップすることにより、監査の実効性の確保を図ると

ともに、監査結果が事務事業の改善に資するよう、監査結果の指摘・意見の措置未通知の解消

に取り組んだ。 
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２ 選挙管理委員会 

  委員数  ４人 

 選挙人名簿登録者数  353,511人（令和４年３月１日現在） 

 最近における市議会議員及び市長選挙の記録 

 

  

市議会議員選挙 

       年次 

区分 
23 27 31 

当日有権者数（人）

投票者数（人） 

棄権者（人） 

投票率（％） 

無効投票（票） 

定数（人） 

立候補者数（人） 

最高得票数（票） 

最低得票数（票） 

338,689 

165,363 

173,326 

48.82 

1,697 

40 

57 

5,045 

453 

340,076 

161,975 

178,101 

47.63 

3,901 

40 

50 

4,979 

255 

348,316 

139,648 

208,668 

40.09 

2,057 

40 

48 

4,568 

295 

市長選挙 

       年次 

区分 
23 27 31 

当日有権者数（人）

投票者数（人） 

棄権者（人） 

投票率（％） 

無効投票（票） 

定数（人） 

立候補者数（人） 

最高得票数（票） 

最低得票数（票） 

338,689 

 

 

 

 

1 

1 

 

 

340,076 

161,912 

178,164 

47.61 

4,568 

1 

2 

130,673 

26,668 

348,316 

 

 

 

 

1 

1 
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 最近における各種選挙の執行状況 

 期日前投票所の設置状況 

   平成15年６月の公職選挙法の一部改正に伴い、16年７月11日執行の参議院議員通常選挙から市

役所に期日前投票所を設置した。加えて、17年９月26日に塩江町と、18年１月10日に香南町、香川

町、国分寺町、庵治町、牟礼町と市町合併し、合併町に各１か所の期日前投票所を設置したことに

より、計７か所となった。 

さらに、市役所期日前投票所の混雑緩和と選挙人の利便性向上を目的として、22年７月11日執行

の参議院議員通常選挙から、瓦町駅前地下広場（ことでん瓦町駅西側地下１階）に、26年８月31日

執行の香川県知事選挙から、イオンモール高松に期日前投票所を設置したことにより、計９か所と

なった。 

また、瓦町ＦＬＡＧのオープンに伴い、28年７月10日執行の参議院議員通常選挙から、瓦町駅前

地下広場の期日前投票所を瓦町ＦＬＡＧ８階市民交流プラザＩＫＯＤＥ瓦町に移設するとともに、

公職選挙法の一部改正により、選挙権年齢が18歳以上に引き下げられたことから、香川大学（幸町

選挙名 執行年月日 
定数 

（人） 

立候補者

数（人） 

当日有権者

数（人） 

投票者数 

（人） 

投票率 

（％） 

市議会 
27.4.26 

31.4.21 

40 

40 

50 

48 

340,076 

348,316 

161,975 

139,648 

47.63 

40.09 

市長 
27.4.26 

31.4.21 

1 

1 

2 

1 

340,076 

348,316 

161,912 

無投票 

47.61 

無投票 

知事 
26.8.31 

30.8.26 

1 

1 

2 

2 

342,693 

351,247 

106,853 

95,385 

31.18 

27.16 

県議会 
27.4.12 

31.4.７ 

15 

15 

15 

17 

340,257 

348,829 

無投票 

130,597 

無投票 

37.44 

衆
議
院 

（小選挙区選出） 

29.10.22 

第1区 

第2区 

 

1 

1 

 

2 

3 

 

285,732 

68,587 

 

148,492 

37,038 

 

51.97 

54.00 

3.10.31 

第1区 

第2区 

 

1 

1 

 

3 

2 

 

286,624 

66,916 

 

162,371 

37,626 

 

56.65 

56.23 

（比例代表選出） 

29.10.22 

第1区 

第2区 

 

6 

 

 

34 

 

 

285,732 

68,587 

 

148,480 

37,034 

 

51.96 

54.00 

3.10.31 

第1区 

第2区 

 

6 

 

 

36 

 

 

286,624 

66,916 

 

162,347 

37,627 

 

56.64 

56.23 

参
議
院 

（選挙区選出） 

25.7.21 

28.7.10 

元.7.21 

1 

1 

1 

4 

4 

3 

346,731 

353,669 

355,641 

177,178 

172,786 

153,090 

51.10 

48.86 

43.05 

（比例代表選出） 

25.7.21 

28.7.10 

元.7.21 

48 

48 

50 

162 

164 

155 

346,731 

353,669 

355,641 

177,181 

172,796 

153,089 

51.10 

48.86 

43.05 
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キャンパス）に新たに期日前投票所を設置し、計10か所となった。 

なお、令和３年10月31日執行の衆議院議員総選挙では、若年層の選挙啓発を目的に高松第一高等

学校で期日前投票所を設置した。 

 ⑹ 啓発 

明るい選挙啓発ポスター募集事業及び模擬投票授業の実施等、常時啓発事業に積極的に取り組

み、市民の選挙意識の高揚と公職選挙法が目的とする、適正な明るい選挙の推進に努めた。 

 

３ 農業委員会 

 委員定数  

農業委員 農地利用最適化推進委員 計 

24人 55人  79人 

 機構 

 農業委員会      総  会 （通常総会、定例総会、臨時総会） 

会長１人、 

会長職務        役 員 会  ７人 

代理者２人 

 地区部会  ７地区 

 

 

 事 務 局  局長１人（農政課長事務取扱） 

              

 農 政 課  課長補佐１人 

 

 農政管理係  ４人 

 

 農 地 係  ９人 

 委員の任期 

   農業委員及び推進委員 令和２年７月20日～５年７月19日 
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 会議開催状況                       （３.４.１～４.３.31） 

会議等名称 回数 協議内容 

通常総会 1 事業報告、事業計画等協議 

定例総会 12 
毎月１回農地転用申請審議、農政関係施策・事業等

協議 

農地特別部会 12 毎月１回農地転用申請等に係る現地調査 

地区部会（７部会） 84 
農地部会及び定例総会審議案件のうち、地区部会関

係分の事前審査 

農業相談会 6 利用権設定等を中心に地区部会ごとに開催 

その他会議 25 役員会・講習会等 

農業委員研修会 1 農地・農政関係法令等研修 

 事業内容（令和４年度計画） 

ア 各種会議の開催等 

 農業委員会通常総会を開催し、令和３年度事業報告及び令和４年度事業計画(案)について

審議する。 

 定例総会及び農地特別部会を開催し、農地法・農業振興地域の整備に関する法律及び農業

経営基盤強化促進法等に基づく法令業務の適正な審査と的確かつ迅速な処理に努める。 

 、 について、審議過程の透明性を確保する観点から、当該議事録をホームページによ

り公表する。 

 役員会を開催し、農業委員会業務の運営・総会等に付議すべき事案等の検討を行い、農業

委員会の円滑な運営を図る。 

 地区部会を開催し、地区内の農業振興や農地利用の最適化を推進するとともに、定例総会

の適正かつ円滑な運営を図るため、農地に関する各種申請等の事前審査を行う。 

 農業委員会等に関する法律第38条第１項の規定に基づき、農業者との意見交換会など農業

者の要望を基にした農地等の利用の最適化の推進に関する施策の改善についての具体的な意

見を提出する。 

イ 農地関係事業 

農業委員会等に関する法律第６条第１項各号に掲げる事務等を処理する。 

 農地申請等処理業務 

ａ 農地法第３条許可申請については、農業委員・推進委員と事務局が連携して現地調査を行

うとともに、同条第２項各号の規定及び許可の審査基準等に基づき適正な審査を行う。 

ｂ 農地法第４条及び第５条許可申請については、厳格な審査が求められることから、農業委

員・推進委員と事務局が連携して現地調査を行うとともに、県農業会議常設審議委員会の意

見聴取が不要の事案は、速やかに許可処分する。 

ｃ 県農業会議常設審議委員会の意見聴取対象事案は、農地特別部会において現地調査を行

うとともに、同委員会の現地確認調査対象事案についても的確に対応し、意見決定後、速や

かに許可処分する。 
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ｄ 農地転用許可事務等の情報については、農業委員会だより、ホームページ、パンフレット

等を活用し、市民及び関係者に周知する。 

ｅ 残存小作地については、賃借人の相続による名義の変更等、農地台帳を整備し農地法第18

条関係の適正な事務処理を行う。 

ｆ その他農地法に基づく届出等については、法の趣旨に照らして適正かつ迅速な処理を行

う。 

ｇ 無断転用防止の啓発を図るため、農地パトロールを実施し、違反転用に対する罰則強化の

周知徹底とともに、無断転用者には農地法の理解と追認許可を得るための転用申請の指導

を行う。 

ｈ 相続税・贈与税納税猶予適格者証明等他法令に基づく証明事務については、事務処理要領

等に基づき適正に処理するとともに、「遊休農地に係る贈与税及び相続税の納税猶予制度の

適正な運用について」の通知を受け、猶予を受けている特例農地に係る適正化管理台帳を整

備する。 

 農地調整事務処理事業 

農地の利用関係をめぐる紛争については、農地法第25条の規定に基づき、申出に対し和解

の仲介を行う。 

 農地所有適格法人の事業状況の把握 

農地法第６条の規定に基づき、農業の担い手である農地所有適格法人からの事業報告書の

提出を徹底し、要件緩和された法人の事業状況を把握する。 

 特定農地貸付けに関する農地法等の特例に関する法律等に基づく業務  

特定農地貸付けに関する農地法等の特例に関する法律及び市民農園整備促進法に基づく農

業委員会の承認・決定に当たっては、地域の土地利用の動向に即した円滑な指導を行う。 

 各種機関の農地行政上からの意見要請 

必要に応じて農業委員・推進委員と事務局が連携して現地調査を行い、適正な意見の決定

を行う。 

  ウ 農政関係事業 

農業委員会等に関する法律第６条第２項及び第３項に掲げる事務等を処理するとともに、同

法第７条の規定により策定した農地利用の最適化の推進に関する指針に基づき、担い手への農

地利用の集積・集約化、遊休農地の発生防止・解消、新規参入の促進等の取組を強化する。 

 農政活動業務 

ａ 各種農政施策推進業務 

    ｂ 農業経営基盤強化促進事業における農用地利用集積調整活動を通しての経営確立支援 

    ｃ 農業の担い手・後継者不足地域における農業・農村活性化対策 

ｄ 利用権設定等促進事業における積極的な新規就農希望者に対する相談活動及び農地のあ

っせん 

    ｅ 農業次世代人材投資資金（旧青年就農給付金）の交付対象となる認定新規就農者に対す
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る、農地のあっせんについてのサポート役の重点化 

    ｆ 農業関係予算の確保対策 

    ｇ 農業関係税制対策 

    ｈ 農業金融制度の改善拡充対策 

    ｉ 家族経営協定締結の推進  

    ｊ その他必要な農政諸問題対策 

 農地の利用状況調査及び遊休農地対策 

農地利用状況調査の実施に当たっては、高松市と共同で実施し、高松市地域農業再生協議

会の地域組織である地区水田部会等と連携を図る。 

農地法第30条第１項の規定による農地の利用状況調査の結果、同法第32条第１項第１号の 

遊休農地の所有者等に対し県農地機構への貸付けを促す利用意向調査を行うなど、遊休農地

対策を強化するとともに、新規就農者等に対し遊休農地の具体的な情報を紹介し、その解消

に努める。 

    人・農地プランの実質化への協力 

     農業委員・農地利用最適化推進委員は、それぞれの所管地域における「集落の話合い活

動」に積極的に参加し、適切な情報提供や助言を行う。 

    所有者不明の農地の利用権設定を容易にする改正農業経営基盤強化促進法に的確に対応す

る。 

 農地台帳及び農地に関する地図の公表 

農地法第52条の３の規定により、農地に関する情報の活用の促進を図るため、既存の農地

台帳整備のほか、農地情報公開システム（全国農地ナビ）・農業委員会サポートシステムへ

円滑に移行し、新規参入希望者・規模拡大希望者等の農地の受け手や県農地機構が求める情

報を提供する。 

 行政機関に対する意見の提出 

農業委員会等に関する法律第38条第１項の規定に基づき、農業者との意見交換会など農業

者の要望を基にした農地等の利用の最適化の推進に関する施策の改善意見を市長に提出す

る。 

 機構集積支援事業 

    ａ 農地の利用状況調査のための支援 

    ｂ 農地の権利移動・借賃等調査のための支援 

    ｃ 農地集積の推進活動のための支援 

    ｄ 農業委員研修の実施のための支援 
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 賃借料情報の提供 

農地法第52条の規定に基づき、地域における賃借料の目安になるものとして、農業委員会 

が調査し、その情報をホームページ・農業委員会だよりを活用し、関係者に継続的に周知する

とともに、適正な運用を図る。 

 農業経営基盤強化促進法に基づく業務 

  農業経営基盤強化促進法に基づく高松市の基本構想に沿って改善計画を定めた農家等に対

し、改善目標達成のため、農用地の集積を積極的に支援するとともに、関係機関・団体と相

互に連携を図り、農用地利用関係の調整等、農業経営基盤の強化促進に努める。 

  地区ごとに農業相談会を年２回開催し、利用権設定促進事業、農地中間管理事業の集中的

な推進を行う。 

 農地移動適正化あっせん事業 

農業振興地域の整備に関する法律及び農業委員会等に関する法律の規定に基づき、担い手

への農地集積のために農地中間管理事業の活用も含めた売買・貸借・交換等のあっせんを行

う。 

 地域農業再生活動の推進 

「食料・農業・農村基本計画」に基づき農業の持続的発展と望ましい農業構造の実現に向

けて、「人・農地プラン」の実質化、新規就農対策、県農地機構を活用した新たな農地集積

対策や遊休農地解消対策等を県農業会議・県農地機構・行政・農業団体と連携して推進す

る。 

 農業簿記記帳講習会 

経営感覚に優れた効率的・安定的な経営体を育成するため、認定農業者や多様な担い手を

対象に農業簿記記帳講習会等を開催し、収入保険制度に的確に対応するとともに、簿記記帳

及び経営分析の指導を実施し、経営管理能力の向上を図る。 

 農業者年金業務 

農業者の老後生活の安定及び福祉の向上を図るため、農業者年金制度の周知及び加入促進

に努めるとともに、的確な経営移譲と、その後の農地管理、各種名義の変更等の指導を行

う。 

 農業委員会情報活動 

農家に対して、農業政策・農業技術・経営管理、先進事例等、各種の情報を迅速に提供す

るため、農業委員会だよりの発行による啓発宣伝、全国農業新聞購読の普及推進を行う。 

 調査指導等業務 

農業委員会業務の適正な運営を確保するため各種基礎調査を実施するとともに、必要に応

じて関係機関等との密接な連携を図る。 
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  研修会 

農地中間管理事業の推進に関する法律等の大幅な改正など、新たな制度に的確に対応する

ため研修会を開催し、幅広い知識の習得に努めるとともに、県及び県農業会議等の研修会へ

積極的に参加し、農業委員・推進委員活動の円滑な推進を図る。 

    系統組織活動への参加 

全国農業会議所・県農業会議等が実施する各種農政活動に積極的に参加し、系統組識の円 

滑な業務運営を図る。 
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 地区別農地関係事務取扱状況 

ア 耕作目的での権利移転・設定等（令和３年度）               （単位：件、㎡） 

区分 

３条 

（所有権） 

３条 

（賃借権） 
18条１項 18条６項 競公売買受

適格証明 

贈与税適 

格者証明 

相続税適 

格者証明 

処理 

件数 
許可 許可 通知 

件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積 計 

第
１
地
区 

高松  1    438             1 

鶴尾 2 689 1 145           3 

太田 3 439 1 1,644         4 13,897 8 

女木 2 1,523             2 

男木                

仏生山 1 878 1 1,391   4 4,008       6 

多肥 6 1,604           1 2,558 7 

一宮 3 2,665 3 4,982   3 5,421     1 4,070 10 

第
２
地
区 

木太             1 2,357 1 

古高松 1 2,362     3 2,393     2 9,300 6 

屋島 3 4,411             3 

牟礼 6 7,171 1 1,876   3 4,342       10 

庵治 6 4,667 1 3   4 8,140       11 

第
３
地
区 

前田 6 8,601     2 9,380       8 

川添 2 2,456             2 

林 4 3,536 1 4   3 4,446       8 

三谷 4 11,888     3 5,171       7 

第
４
地
区 

香川 12 14,859 4 3,268   8 9,407       24 

塩江 4 9,271     1 1,696       5 

第
５
地
区 

川岡 9 12,124     4 6,480       13 

円座 5 5,682 1 2,080   3 2,490       9 

檀紙 6 12,514     4 8,810 5 8,382     15 

弦打 1 228 1 5   2 2,956       4 

香南 7 10,194 1 2,184   16 66,851       24 

第
６
地
区 

鬼無 11 5,863 1 1,494   5 8,338     1 5,350 18 

香西 2 2,178             2 

下笠居 10 9,239 1 630   4 4,433       15 

国分寺 13 10,211 3 1,679   16 14,727       32 

第
７
地
区 

川島 3 3,506 1 741   1 62,960 1 1,000     6 

十河 1 4,970 2 8,895   1 5,152       4 

西植田 10 28,962 1 5   7 11,402       18 

東植田 5 13,468 2 1,494   5 3,910       12 

合計 149 196,597 27 32,520   102 252,913 6 9,382   10 37,532 294 
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イ 転用目的での権利移転・設定等（令和３年度）          (単位：件、㎡) 

区分 
４条許可 ５条許可 非農地証明 農地改良届出 処理件数 

件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積 計 

第
１
地
区 

高松 7 2,239 8 4,058     15 

鶴尾 4 1,697 21 29,964 2 311   27 

太田 8 1,221 23 21,289 1 81   32 

女木 1 288 1 747 2 2,782   4 

男木          

仏生山 3 968 5 4,124 3 19   11 

多肥 9 2,963 20 58,950 2 21   31 

一宮 4 3,418 18 25,595 1 10   23 

第
２
地
区 

木太 9 5,351 26 16,981 2 106   37 

古高松 5 2,982 32 37,466     37 

屋島 3 1,144 5 6,545 2 1,910   10 

牟礼   14 17,884     14 

庵治   4 2,714 3 1,269   7 

第
３
地
区 

前田 2 254 9 4,591 2 1,659   13 

川添 5 1,723 19 25,878 1 19   25 

林 14 4,341 23 39,934 3 263   40 

三谷 3 683 12 13,958 5 9,325   20 

第
４
地
区 

香川 5 1,256 21 21,489 4 3,360   30 

塩江 3 4,938 3 6,005 2 4,381   8 

第
５
地
区 

川岡 4 477 9 7,385 2 94   15 

円座 6 1,245 9 8,251 1 1,120   16 

檀紙 4 3,416 21 17,832 5 4,273   30 

弦打 4 305 13 10,426 4 3,981   21 

香南 3 3,169 7 12,666 2 410   12 

第
６
地
区 

鬼無 6 1,242 10 3,551 2 3,795   18 

香西 1 3 9 8,319     10 

下笠居 6 1,162 8 2,859 5 6,415   19 

国分寺 10 4,456 42 27,534     52 

第
７
地
区 

川島 1 257 9 8,037 1 38   11 

十河 1 128 5 1,245 1 162   7 

西植田 2 465 10 14,588 11 13,556   23 

東植田 2 368 4 6,263 2 63   8 

合計 135 52,159 420 467,128 71 59,423   626 

ウ 各種証明等状況（令和３年度）                                       (単位：件) 

工事完了証明 249 競公売買受適格証明 6 

耕作証明 128 小作地証明 8 

許可証明及び受理証明  85 取消 3 

使用貸借返還通知 123 農地等の権利取得の届出 79 
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 農業経営基盤強化促進事業（利用権設定等促進事業及び農地中間管理事業）実施状況（令和３年

度） 

ア 農用地利用集積計画                           （単位：筆、㎡） 

公告日年月日 
賃借権 使用貸借権 所有権 合計 

筆数 面積 筆数 面積 筆数 面積 筆数 面積 

令和３年３月31日 420 417,099 729 703,905 ― ― 1,149 1,121,004 

令和３年10月29日  255 261,249  861 887,058 8 140,047 1,124 1,288,354 

イ 農用地利用配分計画                          (単位：筆、㎡) 

公告日年月日 
賃借権 使用貸借権 所有権 合計 

筆数 面積 筆数 面積 筆数 面積 筆数 面積 

令和３年３月31日 6 3,394 2 3,091 ― ― 8 6,485 

令和３年５月31日 111 147,264 301 261,416 ― ― 412 408,680 

令和３年５月31日 ― ― 27 39,557 ― ― 27 39,557 

令和３年８月30日 6 6,148 ― ― ― ― 6 6,148 

令和３年９月30日 ― ― 1 1,230 ― ― 1 1,230 

令和３年10月29日 11 6,834 66 59,412 ― ― 77 66,246 

令和３年12月28日 72 80,413 368 385,976 ― ― 440 466,389 

令和３年12月28日 24 25,604 ― ― ― ― 24 25,604 

令和４年１月31日 13 12,974 11 9,104 ― ― 24 22,078 

令和４年２月28日 6 5,586 5 4,609 ― ― 11 10,195 

※期間借地を含む。 

 農政活動状況 

  ア 農業委員会だより     年２回発行、各16,000部 

  イ 農業者年金の状況 

農業者年金加入者数等内訳                           （４.３.31現在） 

加入者数 受給者数 

通常 政策支援 計 経営移譲年金 老齢年金 計 

24 5 29 139 200 339 

 

４ 公平委員会 

  委員数    ３人 

 臨時会    ５回（令和３年度） 

  事務内容 

ア 職員の給与・勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求を審査・判定し、必要な措置をと

ること 

イ 職員に対する不利益な処分についての審査請求に対する裁決をすること 

ウ 職員の苦情相談に関し、必要な措置をとること 

エ 管理職員等の範囲を規則で定めること 

オ 職員団体の登録等に関する事務 
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カ 職員団体等に対する法人格の付与に関する法律についての事務 

キ 高松市立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償の審査の請求に関し、必要

な措置をとること 

ク 再就職者からの依頼等に係る届出に関する事務 

  内容別件数（令和３年度） 

    ア 職員団体の登録等の事務 ６件 

イ 公平委員会規則及び規程の制定・改正等 ３件 

 登録職員団体 

ア 高松第一高等学校教職員組合（昭和44年４月22日登録） 

イ 高松市職員労働組合    （昭和48年６月22日登録） 

ウ 高松市学校職員協議会   （昭和50年４月22日登録） 

エ 香川県教職員組合高松支部 （平成19年11月19日登録） 

オ 高松競輪従事員組合    （令和２年４月30日登録） 

カ 高松市非常勤職員労働組合 （令和２年６月１日登録） 

 


	局別目次等（R4行政委員会・OK）
	13_行政委員会

